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22 年 人

△ 0.1 % 人 人 人

22年 3月 25日 月 日 年 ～ 年

不交付

火葬場

交通災害共済

人 千円 円 円

人

496,460 円被 保 険 者 １ 人 当 り 費 用

108,149 円

財 産 区 〃

保 険 税 （ 料 ） 調 定 額

病院事業債管理事業 〃 0                ― ― 被 保 険 者 １ 人 当 り

駐 車 場 事 業 0 9,999 ― 保 険 税 （ 料 ） 調 定 額

135,562                ― ― １ 世 帯 当 り

人被 保 険 者 数

172,777 円

市 場 事 業 〃 0 26,184 4

〃

介 護 保 険 事 業 〃 266,266 2,457,707 30

35,223
24

加 入 世 帯 数

56,272

世帯
後期高齢者医療事業 〃 77,708 2,966,618 4

国 民 健 康 保 険 事 業 無 114,472 2,251,790

46,028 58
普 通 会 計 か ら の 繰 入 金 2,251,790 千円

下 水 道 事 業 〃 879,228 3,088,259 41

283,438 千円
公

営

事

業

の

状

況

の有無 　千円 　 繰入金 　 千円 国

保

会

計

の

状

況

水 道 事 業 有 828,975

事　　業　　名
法適用 収　支　額 普通会計からの 職員数

収   支   額

  558,000 (29人)

101.2 101.3 101.1

604,000

臨 時 職 員                          ―

ラスパイレス指数
28.4.1 29.4.1 30.4.1 議 会 議 員    28. 4. 1

合       計 1,602 505,943 315,820 議 会 副 議 長    28. 4. 1

　　　　　― 　　　　　　― 議 会 議 長    28. 4. 1

   27. 1. 1 772,000

571,000

667,000

教 育 公 務 員 93 30,004 322,624 常 勤 監 査 委 員    27. 1. 1

う ち 消 防 職 329 100,674 306,000 教 育 長

1,084,000

うち技能労務職 138 49,418 358,101 副 市 長    27. 1. 1 896,000

一人当り平均

月  額　B/A 年月日 給料（報酬）月額

一 般 職 員 1,509 475,939 315,400 市 長    27. 1. 1

32,121,207 千円

一　　　　　般　　　　　職　　　　　員　　　　　等 特　　　別　　　職　　　等

区　　　分 職  員  数  A 給 料 月 額 B
一人当り支給

区　　　　分
改定実施

10 実質単年度収支（F+G+H-I） J 211,946 187,037

地方債現在高 71,740,259 千円 中学校関係

収益事業収入額 　　― 千円
農業共済

後期高齢者医療債務負担行為額

％

小学校関係積立金現在高 20,443,812 千円

9 積立金取り崩し金 I 　　　― 　　　―

8 繰   上   償   還   金 H 　　　― 　　　―

連結実質赤字比率 　　― ％ ごみ・し尿処理

実質公債費比率 2.9 ％

林野将来負担比率 　　―

7 積       立        金 G 267,010 264,994

7.2 ％ 財産管理

実質赤字比率 　　― ％ 伝染病関係

起債制
限比率

8.1
税務事務

6 単   年   度   収   支 F △ 55,064 △ 77,957

5 退職手当支給
％

実  質  収  支  （C-D）

単　年

E 312,084 234,127
３年平均

都市開発

実質収支比率 0.5 ％
事 務 の 共 同 処 理

の 状 況

公 債 費 比 率 8.0 ％ 議員公務災害

4 翌年度へ繰越すべき財源 D 192,867 793,392

 離島

標準財政規模 48,855,097 千円
近畿
近郊整備

3 歳 入 歳 出 差 引 額 （ A-B ） C 504,951 1,027,519

千円

財 政 力 指 数 0.913

低開発  工特

2 歳 出 総 額 B 81,386,390 79,412,935 市町村圏

 過疎

1 歳 入 総 額 A 81,891,341 80,440,454 千円  山村

基準財政収入額 33,437,763

区　　　　　　分 平成２９年度 平成３０年度 区　　分 指 数 等 指定団体等の状況

基準財政需要額 36,301,485 千円
財政再建

％
30.3.31 266,154 人 年 0.9 32.1 63.2

年 1,027 38,146 75,226
264,847 人

国 調 ％ ％

住本
民台
基帳

31.3.31 基本構想議決 実施計画策定年月 実施計画期間
22

％ ％ ％

増加率 (27/22) 0.2 % 0.9 33.8 65.4
国 調12 年 266,170 人

209,348増加率 (22/17)

27 年 998 39,169 75,856

17 年 267,100 人国
調

267,435

就
業
人
口

266,937 138.48 1,931.2 212,490

22 年 人

人　　　　口 面　積 人口密度
人口集中 産　　　　業　　　　構　　　　造

地区人口 区分 第１次 第２次 第３次

決  算  状  況 ふりがな かこがわし 交付税 Ｉ種地

平 成 ３０ 年 度
都道府県名 兵庫県

コード番号

5

282103 市町村類型

市町村名 加古川市 種地区分

施行時特例市



千円 ％ ％ ％ ％

%

　

内 %

訳

  経常一般財源

千円

市 民 個 市 民 法

固 定 資 産 税 99.5

％ 23.3 ％ 96.4合 計 99.4

％ 20.2

％

H26.10.1～ 100

村 税 分 1.0 固 定 資 産 税 1.4

％対する比率 村 税 分
率

／ 100

12.1 ／
14.7 ／

％ 95.9
人 収

法人税割
～H26.9.30 100

％ 28.9 ％ 96.9 ％

町 人
所得割

標準税率に 町
3,600,000 ～ 60,000 円 市 町 村 民 税 99.4

52,725,206

適　　　　用　　　　税　　　　率　　　　の　　　　状　　　　況
徴

区　　分 現年課税分 滞納繰越分 合　　計

均等割 3,500 円 均等割

合 計 40,004,447 100.0 1.5 36,452,132 445,377 合 計 79,412,935 100.0

旧 法 に よ る 税 前年度繰上充用金

9.7 7,576,213

都 市 計 画 税 2,748,594 6.9 △ 0.6 諸 支 出 金

17,336 0.0 13,536

事 業 所 税 公 債 費 7,634,457

8,529,679 10.7 6,330,783

内
訳

入 湯 税 災 害 復 旧 費

消 防 費 3,191,607 4.0 2,225,886

目 的 税 2,748,594 6.9 △ 0.6 教 育 費

土 木 費 7,860,597 9.9 5,751,307

法 定 外 普 通 税

商 工 費 671,550 0.9 415,696

特 別 土 地 保 有 税

農 林 水 産 業 費 884,349 1.1 625,109

鉱 産 税

労 働 費 368,441 0.5 67,783

市 町 村 た ば こ 税 1,561,953 3.9 △ 0.5 1,553,179

衛 生 費 8,917,035 11.2 7,077,478

軽 自 動 車 税 551,548 1.4 4.5 564,441

民 生 費 32,408,416 40.8 15,187,435

固 定 資 産 税 18,866,923 47.1 2.9 18,355,289

法 人 分 2,437,807 6.1 △ 1.1 2,111,227 445,377

総 務 費 8,419,076 10.6 6,943,62513,837,622 34.6 0.5 13,867,996

510,392 0.6 510,355
市町
村民
税

個 人 分
千円 ％ ％ 千円 千円

超過課税分 区 分 決 算 額 構 成 比 税　等

議 会 費
千円 ％ 千円収入済額

区 分 決 算 額 構成比 増減率 基準税額 ×
100

75

52,725,206

市　　　　　　町　　　　　　　村　　　　　　　民　　　　　　　税 目　　　　的　　　　別　　　　歳　　　　出

合 計 80,440,454 100.0 46,735,430 100.0 合 計

 

79,412,935 100.0

 

うち臨時財政対策債 2,798,845 3.5  

うち減収補てん債特例分  

地 方 債 6,622,445 8.2   

53,752,725

諸 収 入 1,259,894 1.6 15,097 0.0  

　税等総額（歳入）

繰 越 金 504,951 0.6   

 

繰 入 金 473,985 0.6   

 46,384,647 千円

寄 附 金 172,942 0.2  

17,336 0.0 13,536

財 産 収 入 165,136 0.2 33,635 0.1 失業対策事業費

5,480,913 7.0 2,237,409

県 支 出 金 5,830,396 7.3  訳 災害復旧事業費

国 庫 支 出 金 11,976,728 14.9  単　　　独

内 補　　　助 1,921,191 2.4 172,070 99.2

普通建設事業費 7,402,104 9.4 2,409,479 債を経常一般財源等から除いた場合

手 数 料 828,028 1.0

う ち 人 件 費 134,937 0.2 134,937 減収補てん債（特例分）・臨時財政対策

使 用 料 899,279 1.1 344,250 0.7

7,419,440 9.4 2,423,015

分 担 金 ・ 負 担 金 2,055,544 2.6

 93.6

交通安全対策交付金 46,127 0.1 46,127 0.1 投 資 的 経 費

319,576 0.4 258,983 　経常収支比率

（　小　計　） 49,604,999 61.6 46,296,321 99.1 前年 度繰 上充 用金

特 別 交 付 税 560,084 0.7  積 立 金

投資及出資金貸付金 545,500 0.7

7,712,298 9.7 6,227,848 5,419,146 10.9

普 通 交 付 税 2,838,392 3.5 2,838,392 6.1

地 方 交 付 税 3,398,476 4.2 2,838,392 6.1 繰 出 金

補 助 費 等 7,556,160 9.5 6,827,494 5,186,242 10.5

790,435 1.0 704,500 456,616 0.9

地 方 特 例 交 付 金 264,893 0.3 264,893 0.6

自 動車取得 税交 付金 250,003 0.3 250,003 0.5 維 持 補 修 費

物 件 費 10,586,430 13.3 8,564,979 7,866,449 15.9

44,483,096 56.0 27,718,387 27,456,194 55.5

特別地方消費税交付金

ｺﾞﾙﾌ場利用税交付金 22,503 0.0 22,503 0.1 （　　小　　計　　）

一時借入金利子 685 0.0 685 685 0.0

7,633,769 9.6 7,575,525 7,575,525 15.3

地 方 消 費 税交 付金 4,451,842 5.6 4,451,842 9.5

株式等譲渡所得割交付金 185,547 0.2 185,547 0.4 元 利 償 還 金

公 債 費 7,634,454 9.6 7,576,210 7,576,210 15.3

21,335,890 26.9 6,744,242 6,714,494 13.6

配 当 割 交 付 金 234,532 0.3 234,532 0.5

利 子 割 交 付 金 78,314 0.1 78,314 0.2 扶 助 費

う ち 職 員 給 10,190,227 12.8 8,810,522 8,648,326 17.5

15,512,752 19.5 13,397,935 13,165,490 26.6

地 方 譲 与 税 714,442 0.9 714,442 1.5

地 方 税
千円

人 件 費
千円 千円 千円

40,004,447 49.7 37,255,853 79.7

決算額 構成比 税　　等
経常一般 経常収

財源　Ｋ 構成比 財　　源 支比率
区 分 決算額 構成比

経常一般 Ｋ　の
区 分

市町村名 加  古  川  市 類　型 施行時特例市

歳　　　　　　　　　　　　　　　　入 性　　　　　質　　　　　別　　　　　歳　　　　　出


